


























































































































































































































































































































































































































































































































































워웑「職業災害 工保護法」第８条第１項第１号；「職業災害 工補助及核發 法」第
10-11条。
워웒「職業災害 工保護法」第８条第１項第２号；「職業災害 工補助及核發 法」第
10、12条。






































































































































































































































































































































































웍웑 王治平「流行於亞洲的工作緊張與過 死」 工之友第524号（1994年８月）34頁。






































































































웎워 林振賢「『過 自殺』是否為職業災害？」中國 工第1023号（2001年12月）15-16
頁。
웎웍 王惠玲「由過 死到過 自殺―얨相當因果關係之迷思：臺灣臺北地方法院九三年
訴字第七六號民事判決評釋」臺灣本土法學 誌第77号（2005年12月）304頁。
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務は、常に被災者の業務量、職務責任、職務の緊急性および会社の管理
制度に照らして一般人の心身が負荷できる程度を超えているか否かを客
観的に判断するという認定法を機械的に用いている웎웎。しかし、心理的疾
病や生理的疾病がすでに発症し職務負荷能力が低下してすでに一般労働
者の職務を負担し得ない労働者に対しては、雇用者は、その心理的状況
や生理的状況に相応しい職務調整をして「過労症」の発生を防止する安
全配慮義務があるにもかかわらず、その職務負荷能力の低下をないがし
ろして、一般の労働者が負荷できるような職務を執行させ続けたことや
より重い負荷の職務を執行させたことも、労災損害賠償の労災認定にお
ける因果関係のある過労となりうるし、ましてや、労災補償の労災認定
における因果関係については、前述した機械的な判断によって排除され
ることにはならないであろう。
台湾における労災死亡率は、近年千人あたりの死亡率が1991年の
0.12人から、1996年の0.095人、2002年の0.065人に逐年下降の趨勢を
呈している웎웏。しかし、過労死などの「過労症」は、逆に年々増えてきて
いる。この「過労症」現象は、いまだ普遍的に労災として認められてい
ないため、労災の統計に反映されていないにすぎない。このような労災
形態の増加傾向に直面して、今後の労災認定基準は、雇用者の安全配慮
義務を従来の職場環境の設置、管理および勤務給付過程の安全性のみに
限定せず、労働者の生理的・心理的状態まで把握し「過労症」の予防を
も安全配慮義務の一内容としなければならない웎원。「過労症」は、労災と
して認定されることが容易ではない。その最も主な問題は、「過労症」と
業務との因果関係の判定にある웎웑。そのために、今後は、いっそう広汎に
웎웎 王惠玲前掲注(43)301頁。
웎웏 荘正中前掲論文注(2)13頁；田玉霞・林雅 「從數字看職災真相―얨臺灣
97（2008）年職業災害統計」臺灣 工季刊第19号（2009年９月）14頁。
웎원 周兆昱「쾍用人安全保護義務規範功能之探討―얨以民法第483條之１為中心」財
産法 經濟法第24号（2010年12月）９頁；林振賢前掲注(42)16頁；同「過 死的
管理與企業責任―얨續『過 死問題初探』」臺中商專學報第29号（1997年６月）４
頁。
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脳病変や心病変と過労との因果関係を立証しうる研究成果の蓄積を通じ
て、「過労症」の認定基準を新たに検討する必要があろう。
五、おわりに
前述した労災補償制度における「過労症」の労災認定問題は、もちろ
ん私的部門の労働者に限る問題ではなく、公的部門においても近年増え
つつある問題である。この点について、広義の公務員に関する労災補償
制度について、2005年に改正された「公教人員保險法」は、第16條の１
を増設し、その第１項第２号および第６号において、それぞれ過労によっ
て生じた障害や死亡を公務労災の類型として定めている。しかも、同条
第２項の過労認定は、公務員の所属機関や学校によって提出された過労
の具体的な事実の証明書類と診断書しか要求しないようにして公務員の
労災認定をできるだけ容易にしている。このような法改正によって公務
上の「過労症」の労災認定は、今後どのように私的部門のそれよりも改
善されるようになるのか。それに、公的部門のこのような発展が今後の
私的部門の労災認定にどのような影響を及ぼしうるのかは、前述した私
的部門の労災補償制度における労災認定の主な課題を克服するために注
目しなければならない課題であろう。
웎웑 林振賢「過労死―얨日本的経験」人事管理第31巻７号（1994年７月）７頁。
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本稿は、本学における「2011年度札幌学院大学研究活動活性化事業」
として2012年２月４日に行われた「過労死・過労自殺の国際比較シンポ
ジウム」における報告をベースに、論文として書き下ろしていただいた
ものである。
なお、シンポジウムでは以下のような報告がなされた。
쑿．過労死・過労自殺の現状分析として、川村雅則（北海学園大学経
済学部）「日本の長時間過密労働の諸問題―車両運転手を中心として―」、
쒀．過労死・過労自殺の労災認定行政の課題として、嶋田佳宏（札幌
学院大学法学部）「日本における過労死・過労自殺の労災認定の現状と課
題」、林良栄（台湾国立政治大学法学部）「台湾における過労死・過労自
殺の労災認定の現状と課題」、簡玉聰（台湾国立高雄大学法学部）「台湾
における労災認定行政の現状と課題」、家田愛子（札幌学院大学法学部）
「過労死・過労自殺の行政裁判（不支給決定取消請求）と民事裁判（損害
賠償請求）の意義」。
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